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１ 調査の概要 

 

１．１ 調査の背景と目的 

 

（１）調査の背景 

 習志野市では、障がいの有無にかかわらず、全ての子どもたちが自分らしく生きること

ができる社会を実現するための政策を推進している。 

 この政策目的を達成するため、平成２５年度より「習志野市市民協働こども発達支援推

進協議会（以下「協議会」という。）」を設置し、こどもの発達支援に関わる施策ロジック・

モデルの策定とロジック・モデルを活用した協働型プログラム評価に取り組んでいる。プ

ログラム評価は、プログラムの目的の達成状況を定期的にモニタリングし、評価情報を収

集分析するものである。このモニタリング調査の最初の試みとして、平成２７年度に「習

志野市こどもの発達支援に関する基礎調査」を実施し、基礎的情報を収集分析し、取組み

の評価や施策のあり方に関する検討を行った。 

 同じ調査を繰り返すことにより変化をモニタリングするためのものとして、平成３０年

度に「こどもの発達支援に関するモニタリング調査（以下「モニタリング調査」という。）」

を実施した。平成 27 年度基礎調査の結果をもとに、モニタリング調査の結果を比較し、施

策の実効性を持続的に改善し、施策の質を向上させることを目指すものである。 

 

（２）調査の目的 

 本調査の主な目的は、以下の３点である。 

①発達に課題のある子どもをもつ保護者の現状や考え方を把握すること 

②発達に課題のある子どもを支援する人々の現状や考え方を把握すること 

③平成２７年度基礎調査の結果と比較し、発達支援施策の実効性を検討すること 
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１．２ 調査の実施状況 

 

（１）調査の対象者 

 本調査の対象者は、発達支援に関わるステークホールダー（利害や関心をもつ人々）で

あり、以下のとおりである。①はサービス利用者、②と③はサービス提供者ということが

できる。これらを対象として、同一内容の質問票によるアンケート調査を行った。 

① 発達に課題や心配がある子どもの保護者 

② 発達支援サービスの提供者 

③ 市の発達支援施策に関与している人々 

 

（２）調査の方法 

 調査票の送付方法は、以下の３種類である。 

① 特別支援学校、特別支援学級、あじさい療育支援センターに通う児童・生徒の保護者 

各学校、センターにて担当教職員が、該当する児童・生徒に直接手渡しし、自宅で

保護者が回答（複数の子どもがいる場合、書類を持ち帰った子どもについて回答）。 

② ひまわり発達相談センターを利用している保護者 

センターから対象となる保護者に手渡し、あるいは郵送し、自宅で回答（複数の子

どもがいる場合、年長の子について回答）。 

③ 発達支援に関わる行政、学校、民間団体などの方々 

対象者に職場住所宛に郵送し、個人として回答。 

 回答方法は、調査票に同封された返送用封筒にて郵送するか、調査用に開設されたウェ

ブサイトから回答するかのいずれかを選択できるようにした。 

 

（３）調査期間 

 平成３０年６月１８日～８月５日 

 

（４）配布・回答状況 

 本調査では、上記のとおり子どもによる保護者への持ち帰り、保護者への直接手渡し、

あるいは郵送によって調査票を含む調査資料セットを届け、郵送による回答回収、あるい

はウェブによる回答回収を行った。 

 配布数は１，１２４名（うち、保護者８８１名、提供者１８０名、施策関与者６３名）

であった。最終的な回収数は５７２票（うち郵送返信４９２票、オンライン回答８０票）、

回収率は５０.８％であった。 

 本調査の企画設計、データ・セットの作成と集計・分析、報告書案の作成については、

明治大学名誉教授（株式会社 政策情報システム研究所 代表取締役）北大路信郷名誉教

授から支援を頂いている。  
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１．３ 調査項目 

 

調査項目 問 

１．回答者について  

 （１） 発達に課題や心配がある子どもとの関わり方 １ 

２．保護者について  

 （１） 子どもの学年 ２－１ 

 （２） 課題や心配の内容 ２－２ 

 （３） 現在利用している行政施設 ２－３ 

 （４） よく利用する相談先 ２－４ 

３．偏見や誤解について  

 （１） 偏見や誤解があると思うか ３－１ 

 （２） 偏見や誤解が減ってきたと感じるか ３－２ 

４．差別や排除について  

 （１） 差別や排除があると思うか ４－１ 

 （２） 差別や排除が減ってきたと感じるか ４－２ 

５．配慮や尊重の風潮について  

 （１） 配慮や尊重の風潮があると思うか ５－１ 

 （２） 配慮や尊重の風潮が増えてきたと感じるか ５－２ 

６．社会参加について  

 （１） 社会参加できていると思うか ６－１ 

 （２） 社会参加の機会が増えてきたと感じるか ６－２ 

７．学校での差別や排除について  

 （１） 学校では差別や排除があると思うか ７－１ 

 （２） 学校では差別や排除が減ってきたと感じるか ７－２ 

８．地域住民の間での偏見や誤解について  

 （１） 地域住民の間で偏見や誤解があると思うか ８－１ 

 （２） 地域住民の間で偏見や誤解が減ってきたと感じるか ８－２ 

９．就労活動での差別や排除について  

 （１） 就労活動で差別や排除があると思うか ９－１ 

 （２） 就労活動で差別や排除が減ってきたと感じるか ９－２ 

１０．発達に課題がある子どもに対する行政支援の状況について  

 （１） 習志野市は相談しやすい環境にあると思うか １０ 

 （２） 保護者が必要な情報を得られていると思うか １１ 

 （３） 関係諸機関は必要な連携ができていると思うか １２ 
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調査項目 問 

１１．発達に課題がある子どもが力を発揮できる環境について  

 （１） 子どもが自分の所属機関で力を発揮できていると思うか １３ 

 （２） 子どもが安心して就職できる環境があると思うか １４ 

１２．発達に課題がある子どもに対する地域社会の状況について  

 （１） 地域住民の間で子どもが困った時に助けてくれる人が増え

てきたと感じるか 

１５ 

 （２） 地域住民の間で子どものことを正しく理解している人が増

えてきていると感じるか 

１６ 

 （３） 子どもが参加できる地域イベントが十分あると思うか １７ 

１３．回答者について  

 （１） 回答者の性別 １８ 

 （２） 回答者の年齢 １９ 

 

２ 調査対象の概要 

 

 分析対象となった対象者は、平成２７年度調査は１，００５名であり、平成３０年度調

査では１，１２４名となった。回答を得た者（以下「回答者」）の男女比（問１８）は、平

成２７年度調査では、男性８５人１５．７％、女性４５６人８４．３％であった。平成３０

年度調査では、男性９１人１６．２％、女性４７１人８３．８％となった。 

 回答者の年齢構成は図１のとおりで、平成２７年度は３０歳代（１９１人３５．４％）

と４０歳代（１８６人３４．４％）が回答者の約７割を占めていた。平成３０年度も３０

歳代（１６１人２８．６％）と４０歳代（２５７人４５．６％）が回答者の約７割を占め

ている。 

図１：問１９．回答者の年齢 
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図２にみられるように、平成２７年度は回答者の多く（３４０人６２．７％）が発達に

課題や心配がある子どもの保護者であった（問１複数選択可）。平成３０年度も回答者の多

く（４０２人７０．２％）が発達に課題や心配がある子どもの保護者であった（問１複数

選択可）。 

 

図２：問１．発達に課題や心配がある子どもとの関わり方 
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問１で「保護者」を選択した回答者には、問２において、課題や心配のある子どもの学

年、課題や心配の内容、利用している行政施設、よく利用する相談先、について尋ねてい

る。 

 まず、子どもの学年をみると（図３）、平成２７年度は未就学児が２１５人６４．４％、

小学校１～３年生が５８人１７．４％、４～６年生が３０人９．０％、中高生が２５人

７．５％と分布した。平成３０年度は未就学児が１２５人３２．０％、小学校１～３年生

が１２９人３３．０％、４～６年生が８９人２２．８％、中高生が４７人１２．０％と分

布した。平成３０年度の就学児童は合計２６５人（６７．８％）、未就学児は合計１２５人

（３２．０％）となり、平成２７年度の就学児童の合計１１３人３３．８％、未就学児の

合計２１５人６４．４％の状況とは違いがある。 

 

図３：問２-１．子どもの学年 

 

これらの子どもの課題や心配事としては、平成２７年度は、人との関わりや言葉など、

対人関係に関連する内容が最も多く、次いで学習面や集中力などに関する内容が続き、全

体的な発達や運動面に関する内容も挙げられた。平成３０年度は、対人関係（人との関わ

り）、学習面（読み書きなど）、言語面（言葉、発音）、行動面（落ち着き、集中力）といっ

た内容の順となっている。平成２７年度と比較し就学児童が多いことから、読み書きなど

の学習面の内容が特に多くなっている（７ページ図４）。 

 

 

 

 

 

 



～ ７ ～ 

121 

182 193 
157 163 

38 34 

124 

55 

0

50

100

150

200

平成３０年度 

図４：問２-２．課題や心配の内容 

 

（８ページ図５）のとおり、平成２７年度調査で対象となった発達支援サービス利用者の

多く（２１０人３８．７％）はひまわり発達相談センターの利用者であったが、平成３０

年度は就学児童が多いことから、特別支援学級が最も多く、次いでひまわり発達相談セン

ター、あじさい療育支援センターとなっている。また、（８ページ図６）に示されていると

おり、平成２７年度は保護者達が「よく利用する相談先」としても、ひまわり発達相談セ

ンターやあじさい療育支援センターを含む「福祉施設」が最も多く（１７９人３３．０％）

なっており、続いて「保育所（園）・幼稚園・こども園」「学校・教育機関」「病院・医療機

関」と、定常的あるいは定期的に利用する施設が主要な相談先となっている。平成３０年

度は学校・教育機関が最も多く（１８３人３２．０％）、次いで病院・医療機関、福祉施設、

民間療育施設となっている。平成２７年度と比較し就学児童が多いことから、教育機関と

併せて医療機関や放課後等デイサービスのような民間療育機関を利用しているといった状

況が考えられる。 
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図５：問２-３．           図６：問２-４．  

現在利用している行政施設      よく利用する相談先  
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３  調査結果 

 

以下では、調査から得られたデータの記述と分析を行う。 

問３から問９までは、発達に課題がある子どもが置かれている生活環境や社会状況を対

象者達がどのように捉えているかを調べているが、各問とも、「現状についての評価」と「過

去から現在までの変化（望ましい方向に変化しているか）」を尋ねる２つの問がセットにな

っている。これらの現状と変化をセットにした問については、以下の棒グラフ表示におい

て、変化に関する回答が肯定側の場合は「そう思う、とてもそう思う」と読み替え、否定

側の場合は「そう思わない、全くそう思わない」、また「以前と変わらない」は「どちらと

も言えない」に読み替え、現状と変化を同一の評価軸と扱って、両者が対比できるように

している。 

 

【問３】偏見や誤解（１０ページ図７） 

平成２７年度調査時の習志野市において、発達に課題がある子どもに対する偏見や誤解

があると思うかについては、「そう思わない（１７９人３３．１％）」と「どちらとも言え

ない（１６０人２９．６％）」という回答が最も多かった。偏見や誤解が減ってきたと感じ

るかについては、「分からない（２５７人４７．４％）」という回答が半分近くを占めたも

のの、４人に１人以上の回答者が「減ってきた」（１０ページ図７では「とてもそう思う」

と「そう思う」の合計１４７人２７．１％）と肯定的で、「増えてきた」という否定的回答

（合計１３人２．４％）をはるかに上回っている。 

平成３０年度調査でも、発達に課題がある子どもに対する偏見や誤解があると思うかに

ついては、「そう思わない（１７８人３１．２％）」と「どちらとも言えない（１８８人 

３３．０％）」という回答が最も多かった。偏見や誤解が減ってきたと感じるかについては、

「分からない(２３０人４０．４％)」の回答が約４割となり、４人に１人以上の回答者が

「減ってきた」（１０ページ図７では「とてもそう思う」と「そう思う」の合計１４４人 

２５．３％）と肯定的で、「増えてきた」という否定的回答（合計２２人３．９％）を上回

っている事は、平成２７年度調査時と同様の結果となった。 
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図７：問３．偏見や誤解 

【問４】差別や排除（１１ページ図８） 

習志野市において、発達に課題がある子どもに対する差別や排除（いじめなど）がある

と思うかについては、平成２７年度調査時は「どちらとも言えない（１６１人２９．７％）」

「分からない（１４７人２７．１％）」に次いで、「そう思う・とてもそう思う（１２７人

２３．４％）」が「そう思わない・全くそう思わない（１０７人１９．７％）」を上回った。   

差別や排除が減ってきたと感じるかについては、「分からない（２９８人５５．１％）」

という回答が突出して多いが、「以前と変わらない」（１１ページ図８では「どちらとも言

えない」１２９人２３．８％）に次いで「減ってきた」（１１ページ図８では「とてもそう

思う」「そう思う」の合計１００人１８．５％）と感じる回答者が多かった。 

平成３０年度調査では、「どちらとも言えない（２０４人３５．８％）」が多い事は平成 
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２７年度調査時と同様であるが、「そう思う・とてもそう思う（１４４人２５．３％）」が

「分からない（１２４人２１．８％）」を上回った。「そう思わない・全くそう思わない（９８人

１７．２％）」についても微減している。 

差別や排除が減ってきたと感じるかについては、平成２７年度調査時と同様で、「分から

ない（３１６人５５．５％）」という回答が突出して多いが、「以前と変わらない」（１１ペ

ージ図８では「どちらとも言えない」１７１人３０．１％）に次いで「減ってきた」（１１

ページ図８では「とてもそう思う」「そう思う」の合計６５人１１．４％）と感じる回答者

が多かった。 

 

図８：問４．差別や排除 
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【問５】配慮や尊重の風潮（１３ページ図９） 

習志野市において、発達に課題がある子どもに対する配慮や尊重の風潮があると思うか

については、平成２７年度調査では「そう思う（２１１人３９．０％）」という回答が最多

であった。「とてもそう思う（２１人３．９％）」と合わせた肯定的な見方（２３２人４２．９％）

が、否定的な見方（「そう思わない」、「全くそう思わない」の合計８５人１５．７％）より

もはるかに多いことがわかる。 

また、配慮や尊重の風潮が増えてきたと感じるかについては、「分からない（２４９人 

４５．９％）」という回答が半数近くを占めているが、これに次いで「増えてきた」（１３

ページ図９では「そう思う」１５０人２７．７％）という回答が多く、「とても増えてきた」

（「とてもそう思う」１２人２．２％）と合わせると、肯定的回答が約３割（１６２人２９．９％）

となる。 

平成３０年度調査でも同様に、そう思う（２０７人３６．３％）」という回答が最多であ

った。「とてもそう思う（１３人２．３％）」と合わせた肯定的な見方（２２０人３８．５％）

が、否定的な見方（「そう思わない」、「全くそう思わない」の合計８０人１４．０％）より

も多いことがわかる。但し、どちらとも言えない（１８４人３２．２％）について、平成

２７年度調査時（１１９人２２．０％）よりも多くなっていることが顕著である。 

また、配慮や尊重の風潮が増えてきたと感じるかについても同様であり、「分からない 

（２２６人３９．６％）」という回答が約４割を占め、これに次いで「増えてきた」（１３

ページ図９では「そう思う」１５９人２７．９％）という回答が多く、「とても増えてきた」

（「とてもそう思う」６人１．１％）と合わせると、肯定的回答が約３割（１６５人２８．９％）

となる。但し、どちらとも言えない（１６２人２８．４％）について、平成２７年度調査

時（１１９人２２．０％）よりも多くなっている。 
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図９：問５．配慮や尊重の風潮 

 

【問６】社会参加（１４ページ図１０） 

習志野市において、平成２７年度調査時は、発達に課題がある子どもが社会参加できて

いると思う（「そう思う」１１１人２１．１％と「とてもそう思う」３人０．６％）という

肯定的な回答は１１４人２１．６％にとどまっており、「分からない（１７５人３３．２％）」

「どちらとも言えない（１５８人３０．０％）」という回答が多数を占めている。社会参加

の機会が増えてきたと感じるかについては、「分からない（３１２人５９．２％）」と「以

前と変わらない」（１４ページ図１０では「どちらとも言えない」１１６人２２．０％）と

いう回答が合わせて８割以上を占めている。 

平成３０年度調査でも、発達に課題がある子どもが社会参加できていると思う（「そう思

う」１２３人２３．２％と「とてもそう思う」２人０．４％）という肯定的な回答は１２５人

２３．５％にとどまり、「分からない（１６２人３０．５％）」「どちらとも言えない（１５８人
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２９．８％）」という回答が多数を占めている。社会参加の機会が増えてきたと感じるかに

ついては、「分からない（２９０人５４．５％）」と、「以前と変わらない」（１４ページ図

１０では「どちらとも言えない」１２２人２２．９％）という回答が合わせて７割以上を

占めている。 

 

図１０：問６．社会参加 
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【問７】学校での差別や排除（１６ページ図１１） 

平成２７年度調査では、発達に課題がある子どもに対する学校での差別や排除（いじめ

など）について、回答者に未就学児の保護者が多いことから、「分からない」という回答が

多くなることが予想された。３人に１人が「分からない」と回答（１７２人３２．８％）

しているが、肯定的回答と否定的回答を比べると、差別や排除がある（「そう思う」と「と 

てもそう思う」の合計１４５人２７．６％）という回答が多く、差別や排除がない（「そ 

う思わない」と「全くそう思わない」の合計８９人１７．０％）を１０ポイント以上回っ

ている。また、差別や排除が減ってきたかについては、「分からない」という回答が６割近

く（３００人５７．１％）を占めている。学校の状況を継続的に観察できる学校関係者以

外には判断が難しいものと思われた。この約６割を除くと、減ってきたという肯定的な回

答（「そう思う」８３人１５．８％）が否定的な回答（１７人３．２％）を上回っている。 

平成３０年度調査では、就学児童の保護者が多くなったことから、「分からない」という

回答は少なくなることが予想された。平成２７年度調査時に比べると、「分からない」とい

う回答は少なくなっており（１３５人２５．３％）、「どちらとも言えない」の回答が、平

成２７年度調査時（１１９人２２．７％）から平成３０年度調査（１５７人２９．５％）

では増加している。肯定的回答と否定的回答を比べると、差別や排除がある（「そう思う」

と「とてもそう思う」の合計１４６人２７．４％）という回答が多く、差別や排除がない

（「そう思わない」と「全くそう思わない」の合計９５人１７．８％）を約１０ポイント上

回っている事は平成２７年度調査時とほぼ同様である。 

学校では差別や排除が減ってきたかについては、就学児童の保護者が多いことから、「分

からない」という回答は少なくなることが予想されたが、平成２７年度調査時よりは少な

くなったものの、突出して（２７９人５２．４％）多かった。やはり学校の状況を継続的

に観察できる学校関係者以外には判断が難しいものと思われる。この約半数を除くと、減

ってきたという肯定的な回答（「そう思う」６２人１１．７％）が否定的な回答（１９人 

３．６％）を上回っているが、肯定的な回答のパーセンテージは減じている。 
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図１１：問７．学校での差別や排除 

 

【問８】地域住民の偏見や誤解（１７ページ図１２） 

 発達に課題のある子どもに対して、地域住民の間に偏見や誤解があると思うかについて

は、平成２７年度調査時は、「どちらとも言えない（１７１人３２．５％）」という回答に

次いで、偏見や誤解があるとする回答（「そう思う」１４６人２７．８％）と（「とてもそ

う思う」２４人４．６％）が多い。合計すると３割以上（３２．３％）の回答者が地域住

民の間に偏見や誤解があると思っており、誤解や偏見の存在に否定的な回答（合計８０人

１５．２％）を上回っていた。 

 地域住民の間の偏見や誤解が減ってきたかについては、「分からない（２８６人５４．３％）」

と「どちらとも言えない［以前と変わらない］（１５３人２９．０％）」が多数を占めた。 
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平成３０年度調査では、偏見や誤解があるとする回答「そう思う」（１６９人３１．８％）

という回答が、「どちらとも言えない（１６４人３０．８％）」を上回った。「とてもそう思

う（２１人３．９％）」と合計すると、偏見や誤解があるとする回答は（１９０人３５．７％）

となり、偏見や誤解の存在に否定的な回答（合計８０人１５．０％）を上回っている。 

 地域住民の間の偏見や誤解が減ってきたかについては、「分からない（２５７人４８．１％）」

と「どちらとも言えない［以前と変わらない］（１９９人３７．３％）」が平成２７年度調

査時と同様に多数を占めている。「どちらとも言えない」の回答数が増加し、「分からない」

の回答数が減少しているが、これらの回答が８割以上を占めている事は、平成２７年度調

査と同様である。 

 

図１２：問８．地域住民の間での偏見や誤解 
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【問９】就労活動における差別や排除（図１３） 

平成２７年度調査時は、就労活動における差別や排除（いじめなど）についても、問８

と同様の傾向が見られ、差別や排除があると思うかについては、「どちらとも言えない 

（１０６人２０．１％）」を除くと差別や排除があることを認める回答（「そう思う」１０７人

２０．３％と「とてもそう思う」２２人４．２％、合計１２９人２４．５％）が多く、差

別や排除の存在に否定的な回答（合計２９人５．５％）をはるかに上回っていた。 

平成３０年度調査でもこの傾向は同様であり、差別や排除があると思うかについては、

「どちらとも言えない（１１０人２０．６％）」を除くと差別や排除があることを認める回

答（「そう思う」１０９人２０．５％と「とてもそう思う」１４人２．６％、合計１２３人

２３．１％）が多く、差別や排除の存在に否定的な回答（合計２９人５．４％）をはるか

に上回っている。また、そのような差別や排除が減ってきたと感じるかについては、平成

２７年度調査が「分からない（３６３人６８．８％）」と「どちらとも言えない（１１４人

２１．６％）」、平成３０年度が「分からない（３６２人６７．９％）」と「どちらとも言え

ない（１１１人２０．８％）」が双方とも大多数を占める結果となった。 

 

図１３：問９．就労活動での差別や排除 
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以上問７～９の傾向をまとめると、下記の表のようになる。 

 

  ある ない 

【問７】学校での差別や排除 
平成 27 年度 27.6% 17.0% 

平成 30 年度 27.4% 17.8% 

【問８】地域住民の間の偏見や誤解 
平成 27 年度 32.3% 15.2% 

平成 30 年度 35.7% 15.0% 

【問９】就労活動での差別や排除 
平成 27 年度 24.5% 5.5% 

平成 30 年度 23.1% 5.4% 

 

平成２７年度調査時も平成３０年度調査でも学校、地域社会、就労のいずれにおいても、

発達に課題のある子どもが置かれている状況は困難なものと受け止められていることがわ

かる。特に就労についての困難さについては今後の取り組みが強く求められる。 

 

【問１０～問１２】行政支援（２０ページ図１４） 

 発達に課題がある子どもに関する行政支援について、平成２７年度調査時に習志野市は

困ったことを相談しやすい環境にあると思うかを尋ねたところ（問１０）、「とてもそう思

う」（４０人７．６％）、「そう思う」（３０５人５７．７％）という回答は合わせて６５．２％

で、相談しにくい（「全くそう思わない」２０人３．８％、「そう思わない」４１人７．８％）

という回答（１１．５％）を大きく上回った。平成３０年度調査では、「とてもそう思う」

（３４人６．４％）、「そう思う」（２６２人４９．３％）という回答は合わせて５５．７％

で微減している。微増となった相談しにくい（「全くそう思わない」２７人５．１％、「そ

う思わない」６２人１１．７％）という回答（１６．８％）を大きく上回っている傾向は

平成２７年度調査時と同様である。 

 発達に課題がある子どもを持つ保護者が必要な情報を得られていると思うかについては

（問１１）、平成２７年度調査では、情報が得られているという回答（「とてもそう思う」

９人１．７％、「そう思う」１５９人３０．２％、合計１６８人３１．９％）と、「どちら

とも言えない」という回答（１８４人３４．９％）、情報が得られていないという回答（「全

くそう思わない」４２人８．０％、「そう思わない」９２人１７．５％、合計１３４人 

２５．４％）にほぼ３分割される結果となっていた。問１０で「習志野市は相談しやすい

環境にある」という評価の回答が６割近いにもかかわらず、情報が得られているという回

答が３割程度しかないことに注視すべきものとなっていた。 

平成３０年度調査では、情報が得られているという回答（「とてもそう思う」９人１．７％、

「そう思う」１３６人２５．６％、合計１４５人２７．３％）と、「どちらとも言えない」

という回答（１６０人３０．１％）、情報が得られていないという回答（「全くそう思わな

い」３６人６．８％、「そう思わない」１５７人２９．５％、合計１９３人３６．３％）に

ほぼ３分割される結果は同様のものであった。しかしながら、平成３０年度調査では、情 
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報が得られていないという否定的な回答が、情報が得られているという肯定的な回答を上

回るという結果が生じている。 

 また、発達支援に関わる諸機関の連携については（問１２）、平成２７年度調査では、必

要な連携ができている（「とてもそう思う」２２人４．１％、「そう思う」２５４人４７．１％、

合計２７６人５１．２％）と思っている回答者が５割以上おり、否定的な意見（「全くそう

思わない」２９人５．４％、「そう思わない」７３人１３．５％、合計１０２人１８．９％）

を大きく上回っていた。上回る傾向としては同様であるが、平成３０年度調査では、必要

な連携ができている（「とてもそう思う」１６人２．９％、「そう思う」２１９人３９．１％、

合計２３５人４２．０％）と思っている回答者が約１０ポイント減じ、否定的な意見（「全

くそう思わない」２７人４．８％、「そう思わない」１１１人１９．８％、合計１３８人 

２４．６％）が６ポイント弱の増加となっている。 

 

図１４：問１０～１２．発達に課題がある子どもに対する行政支援の状況 
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【問１３・問１４】力を発揮できる環境（２２ページ図１５） 

 発達に課題がある子どもの生活環境について、子どもたちが保育所（園）・幼稚園・学校

など、それぞれの所属先で自分の持てる力を発揮できているか（問１３）について平成２７

年度調査では、肯定的な意見（「とてもそう思う」２７人５．０％、「そう思う」１９２人

３５．６％）が約４割（４０．６％）、「どちらとも言えない」という回答が約３割（１５６人

２８．９％）、否定的な意見（「全くそう思わない」２９人５．４％、「そう思わない」７１人

１３．２％）が約２割（１８．６％）であった。 

 平成３０年度調査では、肯定的な意見（「とてもそう思う」１５人２．７％、「そう思う」

１８８人３３．４％）が約４割弱（３６．１％）、「どちらとも言えない」という回答が約

３割（１７０人３０．２％）、否定的な意見（「全くそう思わない」２６人４．６％、「そう

思わない」１０６人１８．８％）が約２割強（２３．４％）であった。 

 

図１５：問１３・１４．発達に課題がある子どもが力を発揮できる環境 

一方で、子どもたちが安心して就職できる環境があるかを尋ねたところ（問１４）、 
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平成２７年度調査では、肯定的な回答（「とてもそう思う」２人０．４％、「そう思う」２６人

４．８％）は、合わせてわずか５．２％に過ぎなかった。前の問１３では保育所（園）・幼

稚園・学校などで自分の持てる力を発揮できているという回答が４割程度あったにもかか

わらず、これらの施設・機関を出たあとの社会状況は厳しいものであるという認識が明確

に表れていた。この事は、平成３０年度調査でも同様であり、肯定的な回答（「とてもそう

思う」３人０．５％、「そう思う」３４人６．０％）は、合わせてわずか６．６％に過ぎな

かった。 

 

【問１５～問１７】地域社会の状況（２３ページ図１６） 

 発達に課題がある子どもに関する地域社会の現状については、問１５、１６、１７の３

問により回答者の考えを尋ねている。まず、地域住民の間で、発達に課題がある子どもが

困った時に助けてくれる人が増えてきているか（問１５）について平成２７年度調査では、

増えてきたという肯定的な回答（「とてもそう思う［とても増えてきた］」１人０．２％、「そ

う思う［増えてきた］」９２人１７．０％)は合わせて１７．２％にとどまっており、大多

数（３０５人５６．４％）は「分からない［以前と変わらない］」と回答している。 

 平成３０年度調査でも、増えてきたという肯定的な回答（「とてもそう思う［とても増え

てきた］」１人０．２％、「そう思う［増えてきた］」９３人１６．５％）は合わせて１６．７％

にとどまっており、大多数（２７３人４８．５％）は「分からない［以前と変わらない］」

と回答している。 

 地域住民の間で、発達に課題がある子どものことを正しく理解している人が増えてきて

いると感じるか（問１６）についての回答も同様の傾向にある。理解している地域住民が

増えてきていると感じる回答者は、平成２７年度調査では（「とてもそう思う［とても増え

てきた］」０人、「そう思う［増えてきた］」１０６人１９．７％）は２割弱にとどまり、平

成３０年度調査では（「とてもそう思う［とても増えてきた］」１人０．２％、「そう思う［増

えてきた］」９４人１６．７％）更にポイントを減らした。過半数（平成２７年度２７８人

５１．６％、平成３０年度２６２人４６．５％）は「分からない」と回答している。 

 最後に、発達に課題がある子どもたちが参加できる地域のイベントが十分あると思うか

（問１７）を尋ねると、平成２７年度調査では、肯定的な回答（「とてもそう思う」１人０．２％、 

「そう思う」６３人１１．７％）は合わせて１１．９％に過ぎず、否定的な回答（「全くそ

う思わない」２８人５．２％、「そう思わない」１１９人２２．０％、合計１４７人２７．２％）

のほうが多い状況であった。 

平成３０年度調査では、肯定的な回答（「とてもそう思う」２人０．４％、「そう思う」

８２人１４．６％）は合わせて１４．９％と僅かに増加したが、否定的な回答（「全くそう

思わない」３１人５．５％、「そう思わない」１２６人２２．４％、合計１５７人２７．９％）

のほうが多い状況である事は同様の結果となっている。 
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図１６：問１５～１７．発達に課題がある子どもに対する地域社会の状況 

 

 

1 

63 

133 

119 

28 

196 

0 

106 

135 

14 

6 

278 

1 

92 

125 

13 

5 

305 

0 50 100 150 200 250 300 350

とてもそう思う 

そう思う 

どちらとも言えない 

そう思わない 

全くそう思わない 

分からない 

平成２７年度 

問１５．地域住民の間で子どもが困った時に助けてくれる人が増えてきたと感じるか 

問１６．地域住民の間で子どものことを正しく理解している人が増えてきていると感じるか 

問１７．子どもが参加できる地域イベントは十分あると思うか 

2 

82 

145 

126 

31 

176 

1 

94 

183 

20 

3 

262 

1 

93 

169 

24 

3 

273 

0 50 100 150 200 250 300 350

とてもそう思う 

そう思う 

どちらとも言えない 

そう思わない 

全くそう思わない 

分からない 

平成３０年度 

問１５．地域住民の間で子どもが困った時に助けてくれる人が増えてきたと感じるか 

問１６．地域住民の間で子どものことを正しく理解している人が増えてきていると感じるか 

問１７．子どもが参加できる地域イベントは十分あると思うか 



～ ２４ ～ 

 

以上見てきたように、発達に課題がある子どもが置かれている生活環境、社会状況に関

する質問については、全般的に「分からない」という回答の多さが目立った。このことは、

平成２７年度調査時と同様の状況である。 

平成２７年度調査は、対象者の多くを占める保護者達の子どもの大半が未就学児で、こ

れらの回答者達が子どもの発達に関する課題や心配を感じるようになってからあまり時間

が経っていないことから、子どもが置かれている生活環境や社会状況、さらには行政の取

り組みについて評価できるほどの情報を持ち合わせていないことが要因ではないかと推測

した。そして、今後、様々な発達支援の取り組みを行うことで、多くのステークホルダー

達、さらには市民の持つ情報が増え、子どもの発達の課題に関する意識が向上し、「分から

ない」という回答が肯定的な回答に転じていくことが期待されるものと考察された。 

 今回、平成３０年度調査の対象者の多くを占める保護者が、未就学児ではなく就学児童

の保護者であることを踏まえると、子どもの発達に関する課題や心配を感じるようになっ

てからの時間の経過や情報収集の量としては多くなったことが推測されるが、評価するに

当たっては、小学生の時期までは、まだ十分な情報が得られていないという可能性が考え

られる。 

一方で、回答者自身に身近なこと（相談しやすいか、情報が得られるかなど）について

は、分からないという回答が少ないことを踏まえると、就労はまだ現実的な問題となって

いないことや地域社会は身近な場所ではあっても、現実的には接点があまりなかったり、

子どもの課題を認識していたとしても地域において特別な問題が起こっていなかったりし

た場合には、地域社会と言っても身近なことではない可能性も考えられる。このような視

点に立った時に、「差別や排除」「偏見や誤解」「配慮や尊重の風潮」「社会参加」という問

題は、現実に身に起こっている立場の人や強い関心のある人でない場合には、評価が難し

いということも考えられる。周囲の理解や協力、支援が十分には得られていない場合であ

っても、日常の生活上、大きな問題にはなっていなかったり、問題はあってもその時々で

どうにか対処できていたりする場合は、これらの質問事項は身近なこととして受け止めら

れにくいということも考えられる。 

発達に課題があると認識していても、上記のような立場にいる保護者も多いのではない

かとも推測される。 
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【ｔ検定】「保護者」と「それ以外（サービス提供者）」の平均値の差（２６ページ表１） 

 以上の分析は、発達支援サービスを受けている保護者と、サービス提供側の人々を合わ

せた全ての回答者の回答をまとめて行ったものだが、サービスの受け手側と提供側との間

には認識の違いがある可能性が高い。そこで、「問１」の「発達に課題や心配がある子ども

との関わり方」の回答結果から、回答者を「保護者」（問１で１を選択した回答者）と「そ

れ以外」（１を選択しなかった回答者）の２つのグループに分け、これら２グループ間で、

回答の傾向に違いがないかを分析した。 

 

 

 

全設問のうち、ｔ検定による分析の対象としたのは、回答者の属性に関する「問１」、「問

２」、「問１８」、「問１９」を除く「問３～問１７」に含まれる２２の設問である。選択肢

「６．分からない」という回答を除き、選択肢１～５の回答を得点とみなして両グループ

の平均得点を計算した。 

ただ、２２の設問の中には、例えば「問３-２．・・・偏見や誤解が減ってきたと感じま

すか？」のように、選択肢の「１．とてもそう思う」や「２．そう思う」が「好ましい状

況」であることを認める設問表現になっているものがある一方で、「問３-１．・・・偏見や

誤解があると思いますか？」のように、選択肢１や２を選ぶことが「好ましくない状況」

であることを認める設問表現になっているものも混ざっている。そのため、２２の設問に

関する平均値が互いに比較できるよう、否定的な設問表現を使っている場合は、あらかじ

め選択肢１を５点、選択肢５を１点とする「リバース（逆転）コーディング」を行い、尺

度の方向性を同じにする処理を行っている。これにより、２２のどの設問においても、平

均値が小さいほうが「より好ましい状況」という評価点になる。 

 

※ｔ検定とは 

２つのグループの平均値の差が、「単なる偶然」による差異ではなく、「統計的に

有意な差」であることを確認するための検定方法をｔ検定という。「統計的に有意

な分析結果」であるかは、「有意確率」によって示される。有意確率の値が 0.05 よ

りも小さい場合は、「２つの平均値に差があるように見えても、それは単なる偶然

に過ぎない」という確率が５％以下であることが統計的に裏付けられ、「２つの平

均値の間に有意な差がある」と判断する。 

 統計的な有意差があるかを判断するために、２つのグループのデータから「ｔ値」

と呼ばれる指数と「自由度」と呼ばれる値を算出し、これらの値に基づいて有意性

の判断を行う。一般的に、「ｔ値」が十分大きい場合、ふたつのグループの平均値

の差は「統計的に有意」になる。 
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表１：平成３０年度「保護者」グループと「それ以外」グループの平均値・平均値の差 

問番号 設問内容  (A)「保護者」

の平均値 

 (B)「それ以

外」の平均値 

平均値の差

(A)-(B) 

平均値の差が

0.5 以上 

問 3-1re 発達に課題がある子どもに対する偏見や誤

解がある［ない］ 
2.84 2.90 -0.06 （有意差なし） 

問 3-2 発達に課題がある子どもに対する偏見や誤

解が減ってきた 
2.83 2.31 0.53 ✔ 

問 4-1re 発達に課題がある子どもに対する差別や排

除（いじめなど）がある［ない］ 
3.18 3.06 0.13 （有意差なし） 

問 4-2 発達に課題がある子どもに対する差別や排

除（いじめなど）が減ってきた 
3.01 2.52 0.49   

問 5-1 発達に課題がある子どもに対する配慮や尊

重の風潮がある 
2.77 2.59 0.18   

問 5-2 発達に課題がある子どもに対する配慮や尊

重の風潮が増えてきた 
2.66 2.38 0.28   

問 6-1 発達に課題がある子どもが社会参加できて

いる 
3.03 2.75 0.28   

問 6-2 発達に課題がある子どもの社会参加の機会

が増えてきた 
2.83 2.29 0.54 ✔ 

問 7-1re 学校では、発達に課題がある子どもに対する

差別や排除（いじめなど）がある［ない］ 
3.17 3.10 0.08 （有意差なし） 

問 7-2 学校では、発達に課題がある子どもに対する

差別や排除（いじめなど）が減ってきた 
3.02 2.56 0.46   

問 8-1re 地域住民の間で、発達に課題がある子どもに

対する偏見や誤解がある［ない］ 
3.35 3.18 0.17 （有意差なし） 

問 8-2 地域住民の間で、発達に課題がある子どもに

対する偏見や誤解が減ってきた 
3.03 2.56 0.47   

問 9-1re 就労活動では、発達に課題がある子どもに対

する差別や排除（いじめなど）がある［ない］ 
3.59 3.17 0.42   

問 9-2 就労活動では、発達に課題がある子どもに対

する差別や排除（いじめなど）が減ってきた 
3.08 2.47 0.61 ✔ 

問 10 発達に課題がある子どもを持つ保護者にと

って、習志野市は、困りごとを相談しやすい

環境にある 

2.74 2.18 0.56 ✔ 

問 11 発達に課題がある子どもを持つ保護者にと

って、必要な情報が十分得られている 
3.37 2.62 0.76 ✔ 

問 12 発達支援にかかわる関係諸機関は、適切な支

援や情報提供を行うために必要な連携がで

きている 

3.02 2.41 0.61 ✔ 

問 13 発達に課題がある子どもが各所属先（保育

所、幼稚園、学校など）で持てる力を発揮で

きている 

2.98 2.65 0.34   

問 14 発達に課題がある子どもが安心して就職で

きる環境がある 
3.70 3.10 0.60 ✔ 

問 15 地域住民の間で、発達に課題がある子どもが

困ったときに助けてくれる人が増えてきて

いる 

2.90 2.55 0.35   

問 16 地域住民の間で、発達に課題がある子どもの

ことを正しく理解している人が増えてきて

いる 

2.94 2.48 0.46   

問 17 発達に課題がある子どもが参加できる地域

のイベントは十分ある 
3.40 2.98 0.42   

（注１）リバースコーティングした否定的表現の質問文には末尾に［ない］を付けている。 

（注２）平均値が小さいほど肯定的（とてもそう思う・思う）な回答が多い。 

（注３）平均値が３．０を超えた場合（網掛け部分）は全体的に否定的傾向が強い。 



～ ２７ ～ 

【保護者の心配】 

 まず、問３－１以外は、全ての設問で「保護者」グループの平均値が「それ以外」グル

ープの平均値より大きくなっている。「保護者」グループの方が、「それ以外」グループよ

りも現状を好ましくないと見ていることが分かる。 

 次に、発達に課題や心配のある子どもに関して、保護者が特に懸念を感じている生活環

境・行政や社会の状況がどのようなものかを伺うことができる。 

表１は、「保護者」グループと「それ以外」グループのそれぞれの平均値を示したもので

あり、平均値の数字が大きいほど、設問文に対して否定的（全くそう思わない・思わない）

であることから、多くの保護者にとって「特に好ましくない状況にある」ことを示してい

る。平均値３．０が否定的評価と肯定的評価の中間であるため、「保護者」グループの平均

値が３．０を上回る項目は、保護者達が特に懸念している状況とみることができる。平成

２７年度調査時は９項目であった（２８ページ表２）が、平成３０年度調査時では１３項

目に増えていることから、保護者の懸念する程度が若干上がっている可能性が考えられる。 

 最も「好ましくない状況」という評価になっている１位の項目は、「問１４．発達に課題

がある子どもが安心して就職できる環境がある」（全くそう思わない・思わない）、２位の

項目は、「問９－１．就労活動では、発達に課題がある子どもに対する差別や排除（いじめ

など）がある」（とてもそう思う・そう思う）で、平成２７年度調査時とは順番が逆転して

いるが、両方とも就職の心配であり、ほぼ同様の結果である。 

「それ以外」グループは提供者であるが、平均値３．０以上の項目を見ると「保護者」

グループと同じような項目が上位に並んでいる。しかし、その平均値は「保護者」グルー

プよりもかなり小さく、懸念が大きい項目は似ていても、懸念の程度がかなり違うようで

ある。このことも、平成２７年度調査とほぼ同様の結果である。 

今後は、「保護者」グループの満足度や安心感が上昇し「それ以外」グループの現状認識

も変化し、両者のギャップが埋っていくことが引き続き望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



～ ２８ ～ 

表２：平成２７年度「保護者」グループと「それ以外」グループの平均値・平均値の差 

問番号 設問内容  (A)「保護者」

の平均値 

 (B)「それ以

外」の平均値 

平均値の

差(A)-(B) 

平均値の差が

0.5 以上 

問 3-1re 発達に課題がある子どもに対する偏見や誤

解がある［ない］ 
2.81 2.67 0.14 （有意差なし） 

問 3-2 発達に課題がある子どもに対する偏見や誤

解が減ってきた 
2.77 2.32 0.44  

問 4-1re 発達に課題がある子どもに対する差別や排

除（いじめなど）がある［ない］ 
3.24 2.84 0.40  

問 4-2 発達に課題がある子どもに対する差別や排

除（いじめなど）が減ってきた 
2.98 2.37 0.62 ✔ 

問 5-1 発達に課題がある子どもに対する配慮や尊

重の風潮がある 
2.86 2.37 0.49   

問 5-2 発達に課題がある子どもに対する配慮や尊

重の風潮が増えてきた 
2.69 2.24 0.45   

問 6-1 発達に課題がある子どもが社会参加できて

いる 
3.12 2.73 0.38   

問 6-2 発達に課題がある子どもの社会参加の機会

が増えてきた 
2.90 2.42 0.48  

問 7-1re 学校では、発達に課題がある子どもに対する

差別や排除（いじめなど）がある［ない］ 
3.36 2.95 0.41  

問 7-2 学校では、発達に課題がある子どもに対する

差別や排除（いじめなど）が減ってきた 
2.95 2.50 0.45  

問 8-1re 地域住民の間で、発達に課題がある子どもに

対する偏見や誤解がある［ない］ 
3.32 3.15 0.18  

問 8-2 地域住民の間で、発達に課題がある子どもに

対する偏見や誤解が減ってきた 
2.98 2.56 0.42   

問 9-1re 就労活動では、発達に課題がある子どもに対

する差別や排除（いじめなど）がある［ない］ 
3.70 3.14 0.56 ✔ 

問 9-2 就労活動では、発達に課題がある子どもに対

する差別や排除（いじめなど）が減ってきた 
3.05 2.59 0.46  

問 10 発達に課題がある子どもを持つ保護者にと

って、習志野市は、困りごとを相談しやすい

環境にある 

2.52 2.18 0.35  

問 11 発達に課題がある子どもを持つ保護者にと

って、必要な情報が十分得られている 
3.19 2.65 0.54 ✔ 

問 12 発達支援にかかわる関係諸機関は、適切な支

援や情報提供を行うために必要な連携がで

きている 

2.83 2.40 0.44  

問 13 発達に課題がある子どもが各所属先（保育

所、幼稚園、学校など）で持てる力を発揮で

きている 

2.84 2.62 0.22   

問 14 発達に課題がある子どもが安心して就職で

きる環境がある 
3.69 3.13 0.55 ✔ 

問 15 地域住民の間で、発達に課題がある子どもが

困ったときに助けてくれる人が増えてきて

いる 

2.96 2.45 0.50 ✔ 

問 16 地域住民の間で、発達に課題がある子どもの

ことを正しく理解している人が増えてきて

いる 

2.93 2.45 0.48   

問 17 発達に課題がある子どもが参加できる地域

のイベントは十分ある 
3.56 3.03 0.54 ✔ 

（注１）リバースコーティングした否定的表現の質問文には末尾に［ない］を付けている。 

（注２）平均値が小さいほど肯定的（とてもそう思う・思う）な回答が多い。 

（注３）平均値が３．０を超えた場合（網掛け部分）は全体的に否定的傾向が強い。 


